
  

  

  

  

  

  

  

平平成成 2222年年第第 11 回回定定例例市市議議会会  

緊緊急急経経済済・・雇雇用用対対策策  

  
  

  

総総額額  １１,,９９３３００  億億円円  

新新規規雇雇用用創創出出  １１,,００２２８８  人人  
  

  

平平成成  ２２２２  年年  （（２２００１１００年年））  ２２  月月  ４４  日日  

札札    幌幌    市市  

２２年 度 当 初 予 算 

２２年 １定補正予算 

問い合わせ先 
市長政策室政策企画部企画課 

TEL 011-211-2192 
財政局財政部財政課 

TEL 011-211-2212 
経済局産業振興部経済企画課 

TEL 011-211-2352 



- 1 - 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■  重重点点取取組組項項目目 

 

１ 地元企業を支え、倒産を防ぐ取組 

 １,６３０億円
[ ３,１３４億円]

 

２ 雇用のセーフティネットと生活を守る取組 

   ２１億円
 

 
３ 人材の育成と雇用の場を創り、 

就職を支援する取組 

    ７億円
 

 
４ 地域経済を支え、活性化させる取組 

  ２７２億円

※[ ]内の数値は本市予算のほか貸

付金融資枠と庁内業務システム開発

の総事業費を含めた総体を示す 
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※[ ]内の数値は本市予算のほか貸付金融資枠と庁内業務システム開発の総事業費を含めた総体を示す 

○ 企業の資金需要に対する対応 

■ 中小企業の資金調達を円滑化【産業振興部 】90,288百万円 

   ･･･中小企業金融対策資金貸付（新規融資枠 947億円） 

   ･･･景気対策緊急支援資金貸付（新規融資枠 300億円、融資限度額 3,000万円） 

   ･･･元気がんばれ資金貸付（新規融資枠 9億円、融資限度額 500万円） 

 

○ 個人消費の拡大や地元中小企業を支える対応 

■ 商店街が取り組むＰＲ活動に対する補助【産業振興部】40百万円 

   ･･･商店街単位で実施するＰＲ広報誌製作費に対する補助 

■ 食料品製造業の新たな取組みに対する補助【産業振興部】13百万円 

   ･･･道内外に販路拡大を期待できる魅力ある製品や技術の開発・改良を支援 

■ 中小企業の販売力強化に対する補助【産業振興部】16百万円 

   ･･･パートナー企業と連携して行う販路拡大のための販売促進費に対する補助（1/2 上限 150万円） 

■ 地元 IT 企業への発注増加を可能とする手法によるシステム開発の実施 

【情報化推進部】76百万円 ･･･「グラスボックス化」手法に
よる庁内業務システム開発を開始 

 

○ 地元中小企業などの受注確保 

■ 中小建設業の新分野進出に対する補助【産業振興部】15百万円 

   ･･･新分野進出モデル（リフォーム、環境、福祉、農業など）への補助 

■ コミュニティ型建設業の創出【産業振興部】9百万円 

･･･建設業が保有する人材・技術と生活ニーズ（家屋補修・

除雪など）とのマッチング 

 

■ 除雪と道路の維持業務を一体的に発注  

   ･･･安定的な除雪体制の確保や雇用の通年化などを目的として

夏冬の業務を一体的に発注 

■ 入札の最低制限価格を引き上げ  

  ･･･工事について予定価格の現行平均 85％→87％程度まで引き上げなど

2,218 億円 

１１  地地元元企企業業をを支支ええ、、倒倒産産をを防防ぐぐ取取組組          

■■  取取組組のの概概要要 

１１,,６６３３００億億円円

融資枠総額

新分野 

進出 

[ ３３,,１１３３４４億億円円]

171 億円 
システム開発経費

総額

（前年比＋234億円増）

15 億円 
債務負担設定額 
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■ 市有施設の保守・修繕等を一体的に発注 

･･･複数の保守・修繕業務をまとめて、かつ、４年間の継続契約を結ぶ

ことにより、安定的・継続的な受注を確保 

 ■ 事業執行の平準化等による前倒し発注 【22年 1定補正対応】 

   ･･･ゼロ国債分 1,860百万円、ゼロ市債分 706百万円 

 

■ 普通建設事業費の拡大 【22年 1定補正＋22年度当初予算対応】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 雇用のセーフティネット 

■ 新規高卒者等を臨時雇用【雇用推進部】178百万円 

･･･臨時職員として雇用するとともに、早期就職を目指して 

セミナーやカウンセリングを実施 

  

■ 緊急雇用創出事業  1,097百万円 

   ･･･失業者に対する次の雇用までの短期の雇用就業機会を創出 

 

■ ふるさと雇用再生特別対策  375百万円 

   ･･･地域における継続的な雇用を創出 

  ・環境産業の育成に向けた調査【環境都市推進部】30百万円 
･･･木質バイオ燃料などの利用・消費拡大のため、技術者の養成、

ペレットストーブの貸し出し、展示会開催の支援など 

・観光都市さっぽろ推進事業【観光コンベンション部】27百万円 
･･･高齢者・障がい者に優しい観光のモデルコースや商品の開発 

 ・元気ジョブアウトソーシングセンター事業【保健福祉部】22百万円 
･･･清掃や印刷などの業務を民間企業などから受注し、障がい者施設へ振り分け 

２２  雇雇用用ののセセーーフフテティィネネッットトとと生生活活をを守守るる取取組組  

100 人雇用 
新規雇用創出効果

69 人 
新規雇用創出効果

859 人 
新規雇用創出効果

新新規規雇雇用用創創出出効効果果１１,,００２２８８人人

２２１１億億円円

59 億円 
22年 1定補正 

667 億円 
22年度当初予算

＋ ＝ 726 億円 
（前年比     ＋22億円） 

政令市初

26 億円 

など18 事業 

4 億円 
債務負担設定額 
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■ 若年層を対象とした就職支援【雇用推進部】24百万円 

   ･･･35歳までの求職者を対象とした職業能力開発研修や合同企業説明会などを実施 

■ 有効求人倍率が高い業種への就職を促進【雇用推進部】18百万円 

   ･･･コース別（介護、警備）の資格取得講座、合同企業説明会の開催など 

■ 離職者に対する住宅手当の支給【保健福祉局総務部】267百万円  

   ･･･月額 36,000円（単身） 支給期間 原則 6か月を限度 

■ 離職者に対する臨時相談会の実施【雇用推進部】0.6百万円  

   ･･･北海道労働局・ハローワーク、北海道、札幌市などの関係機関が連携し、仕事・生活・住宅などの相談

会を随時開催 

 

○ 奨学金の支給【学校教育部】102百万円 

･･･意欲や能力があるにもかかわらず、経済的な理由に

より修学が困難な学生・生徒に奨学金を支給 

 

 

 

  

○ 人材の育成 

■ ＩＴ企業の人材を育成【産業振興部】25百万円 
･･･企業グループが実施するＩＴ産業の高度化に資する

事業への補助（1/2、上限 200 万円）、高度研修への

参加費の補助（1/2、上限 5万円）など 

 

■ 若手映像クリエイターの育成【産業振興部】2百万円  

 

■ 母子家庭の母の職業能力開発を支援【子育て支援部】69百万円  

 

○ 企業誘致・販路拡大 

■ ＩＴ、デジタルコンテンツ、バイオ産業の誘致支援策を実施 

【産業振興部】109百万円 

３３  人材の育成と雇用の場を創り、就職を支援する取組 

1,315 人分

1111億億円円

開設費補助     上限 500 万円 
新規雇用補助    上限 600 万円 
採用・研修費補助  上限 300 万円 

７７億億円円



- 5 - 

■ ものづくり産業の誘致補助制度による支援 

【産業振興部】15百万円 ･･･食料品関連産業などの新規の常用雇用者 1人あたり 25万円を助成 

■ コールセンターなどの立地を促進【産業振興部】177百万円  

･･･誘致した企業に対する運営費補助（1,000万円×３か年）や人材育成研修の開催など 

■ バイオ分野先進地での販路拡大を促進 

【産業振興部】2百万円 ･･･海外における商談・展示会参加 

■ 全国のバイオ企業を集めた大規模な商談会を実施 

【産業振興部】11百万円  

■ アジア圏への販路開拓を支援【産業振興部】29百万円  

･･･東アジア圏との経済交流や販路開拓モデルを構築 

 

○ 新産業創出 

■ 新たな環境産業を育成【環境都市推進部】5百万円 

･･･ペレットストーブの導入促進、グリーン熱証書のモデル事業の実施など 

■ 市有施設にペレットストーブなどを先導的に設置 

【環境都市推進部】83百万円 

･･･木質ペレットの消費拡大に向け、市有施設にペレットストーブ又はボイラーを設置 

■ 環境産業の創出に向けバイオマスエネルギーの実用性を調査【環境都市推進部】8百万円 

   ･･･市内企業や研究機関などとの連携による調査・検討 

■ 市有建築物の無暖房化（パッシブハウス化）の検討に着手【建築部】5百万円 

   ･･･ＣＯ2発生の抑制に向けて、市有建築物へのパッシブハウス技術の導入を検討 

 

○ 障がい者の雇用拡大 

■ 知的障がい者をホームヘルパーに養成するためのモデル事業を実施 

【保健福祉部】5百万円 ･･･ＮＰＯと連携して養成講座を実施、22年度は 2級ヘルパーへ拡大 

■ 重度障がい者などの一般就労を促進【保健福祉部】7百万円 
   ･･･重度の障がい者などを人材派遣会社を通じて企業に派遣するほか、企業側の受入れ理解を醸成 

■ 既就労者や就労を目指す障がい者に対する支援を実施 

【保健福祉部】27百万円 ･･･地域活動支援センター就労者支援型への補助
（1か所→2か所） 

 ■ 障がい者の継続した雇用の場に対する運営経費を補助 

【保健福祉部】85 百万円 ･･･従業員の 5割以上かつ

5人以上の障がい者を雇用する事業所に対する補助 8→10 か所
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■ 外国人観光客の誘致を目的としたＰＲを積極的に実施【観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ部】25百万円  
･･･上海万博を契機とした中国へのＰＲなど 

■ ＭＩＣＥサミットの誘致活動を展開【観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ部】8百万円  
･･･アジアにおける MICE 情報交流ネットワークの構築など 

■ 創造都市さっぽろを市内外にＰＲ【政策企画部】5百万円  
･･･札幌駅前通地下歩行空間の開通前にプレイベントなどを開催 

■ 二地域居住の推進【政策企画部】9百万円  
･･･現住所と札幌との二地域居住を促進するためのモデル事業など 

 

 

 

○ 創成川通 （1,816百万円） 

■ アンダーパスの連続化【土木部】（1,132百万円） 

■ 親水公園の整備【みどりの推進部】（684百万円） 
･･･水とみどりを生かした新たな河川・緑地の整備 

 

○ 札幌駅前通地下歩行空間 （5,451百万円）  

■ 地下歩行空間の整備【土木部】（5,255百万円） 

■ 情報発信拠点の整備【政策企画部・総合交通計画部】（196百万円） 
･･･賑わいの創出に相応しい多様な情報を発信する大型映像装置の設置など 

４４  地地域域経経済済をを支支ええ、、活活性性化化ささせせるる取取組組        ２２７７２２億億円円

シティプロモート 76 百万円 

など11 事業 

都心の魅力ＵＰ 

MICE

Ｍeeting
会議・研修・
　　　セミナー

Ｅxhibition
展示会

Ｃonvention
大会・学会・
国際会議

Ｉncentive
報奨旅行・視察・
研修

＜イメージ＞ 
札幌駅前通地下歩行空間 

＜イメージ＞ 
創成川公園 

7,267 百万円 

[ ４４１１２２億億円円]
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ＬＥＤ照明 太陽光発電 

57 施設約 800kw 設置 

10 → 47 校 
設置校数 

10 施設 約1,000 灯 
街路・公園灯など 約 3,300 灯 

■学校 37校、610kw分 

■私立保育所  

12園程度、60kw分 

■中島児童会館 5kw分 

■中央図書館 10kw分 

■中島児童会館 53灯 

■新発寒地区センター 85灯 

■中央図書館 236灯 

【建築部】 

【子育て支援部】 

【生涯学習部】 

■札幌ドーム 90kw分 

■清田区役所 10kw分 

■北光まちづくりセンター 4kw分 

■清田区役所 50灯 

■北光まちづくりセンター 30灯 

【環境都市推進部】 

 

■公園 200灯【みどりの推進部】 
■新は虫類館 111灯【円山動物園】 
■市民ｷﾞｬﾗﾘｰ 280灯【文化部】 

■市設街路灯 3,082灯（市内一円） 
【建設局管理部】 

■案内板表示灯 22灯（厚別副都心） 

■下野幌南集会所 76灯 
【市街地整備部】 

 

（企業会計） 

■地下鉄駅の駅名標識など 53灯 

■下野幌南集会所 3kw分 

【市街地整備部】 

■新は虫類館 7.5kw分 
【円山動物園】 

 

（企業会計） 

■配水センター 10kw分 

合わせて年間 450㌧ 
のＣＯ2削減効果 

1,407 百万円 
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■ 子ども手当の支給【子育て支援部】27,129百万円  

･･･中学校修了まで 13,000円／月を支給 
■ 保育所定員の大幅増に向けた私立保育所への整備費補助 

【子育て支援部】（2,588百万円）･･･新築 360人（4か所）増改築

300人（10か所）など計 19か所 
■ 放課後児童対策空白校区の解消に向けてミニ児童会館を整備 

【子ども育成部】（93百万円）･･･新琴似西小など 8か所整備 
■ 仮称）北区保育・子育て支援センターの整備【子育て支援部】（127百万円） 
･･･平成 24年 4月開設予定、定員 120人、乳幼児併設 
■ 児童家庭支援センターの設置に要する経費を補助【子育て支援部】（6百万円） 
･･･札幌乳児院に児童家庭支援センターを開設するため、居室改修費を補助 
■ 児童養護施設の耐震補強に要する経費を補助【子育て支援部】（46百万円） 
･･･札幌育児園の耐震性能の向上を図るため、経費の一部を補助 
■ 地域小規模児童養護施設の設置に要する経費を補助【子育て支援部】（8百万円） 
･･･虐待を受けた子どもたちに対して、より家庭的な規模の生活環境の中で適切な心理ケアを行うための

施設 
■ 地下鉄駅エレベーター、多目的トイレの整備【保健福祉部】 

（615百万円）･･･エレベーター整備[中の島駅、東札幌駅] 

■ オストメイト対応トイレの整備【保健福祉部・管理部】 

（7百万円）･･･福住駅バスターミナル、宮の沢駅バスターミナルなど 

■ のぞみ学園の改修【保健福祉部】･･･老朽化に伴う改修とフロアの改善（210百万円） 
■ 障がい福祉施設の耐震化などを補助【保健福祉部】（701百万円） 
･･･改築 1か所、大規模修繕 1か所、スプリンクラー整備 7か所 
■ 認知症高齢者グループホームなどのスプリンクラー整備を補助【保健福祉部】（513百万円） 
･･･認知症グループホーム 99か所、小規模多機能型居宅介護支援事業所 2か所 
■ 特別養護老人ホームの新築費を補助【保健福祉部】（408百万円） 
･･･地域密着型（定員 29人）2か所、広域型（定員 80人）1か所 
■ 住宅の省エネやバリアフリーのリフォームに対する補助 

【市街地整備部】15百万円 ･･･30件（上限 50万円／件） 

子育て支援・福祉など 27,144 百万円 

820 人増 
保育所定員

エレベーターを全駅に設置 

32,465 百万円 
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企業倒産件数（札幌市）
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企業倒産件数の状況 

有効求人倍率の推移 

※負債額 1,000万円以上で倒産５法（会社更生法、民事再生法、破産法、商法に基づく特別清算及び会社整理)による法的整理が対象。 
（資料：㈱帝国データバンク） 

■■  本本市市をを取取りり巻巻くく社社会会経経済済情情勢勢 

●平成２１年の企業倒産件数は、最近１０年間では平成２０年に次いで多い状況

となっている 

●有効求人倍率は、平成２０年９月頃からの急速な落ち込みが続いている 

有効求人倍率（札幌圏）
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※札幌圏（札幌市 10区および北広島市、江別市、新篠津村、石狩市(浜益区を除く）、当別町）の統計。(資料：北海道労働局） 


